
【令和７年３月 第２回定例会行政報告】

３月４日に開催されました、滝上町議会第２回定例会冒頭に行った行政報告につきまして、皆様にお

知らせいたします。

【包括連携協定】

まず初めに、包括連携事業につきまして、取り組み状況を報告させていただきます。

民間企業等と連携協定を結び、お互いの強みを活かし本町のまちづくりに寄与する取り組みを展開し

ており、大学等教育機関では、酪農学園大学、旭川市立大学・旭川市立大学短期大学部、学校法人栗原

学園の３校、団体・民間企業では、ヤマト運輸、中道リース株式会社、株式会社コンサドーレ・一般社

団法人コンサドーレ北海道スポーツクラブ、株式会社イースト・デイリー、スマートソーラー株式会

社、北海道イエロースターズの６社となっており、このうち２校・４社とは令和６年２月以降に包括

提携協定を締結しています。

教育機関との主な取り組みとして、旭川市立大学・旭川市立短期大学部とは、昨年７月に学生７名

が来町し、本町における「認知症高齢者対策」「高齢者見守り対策」「地域包括ケアシステム」「公共交

通の課題」などの実態を調査する中で、本町の町内会加入率の高さに着目し、滝下地区の町内会活動

について調査・研究しているところであります。

次に、学校法人栗原学園とは、人材確保、育成に関する事項やドローンを活用した新たな取り組み

について協議を重ねております。

また、酪農学園大学とは、これまで同様に実践酪農学体験研修生の受入のほか、北海道よりモデル

地区に選定されました北海道ヒグマゾーニング管理推進モデル事業等のヒグマ対策についても連携を

図りながら取り進めているところであります。

団体・民間企業との主な取り組みとしましては、株式会社コンサドーレとは、芝ざくらサッカー大

会への記念品提供や本町の食育・地産地消推進協議会との連携による選手寮の調理師を招いた食育セ

ミナーの実施、北海道イエロースターズとは、バレーボール教室の開催と和ハッカの魅力をＳＮＳ等

でＰＲしていただきました。

また、企業の専門性を生かし、広告代理店である株式会社イースト・デイリーとは、役場、商工会、

観光協会などの関係機関を対象としたＳＮＳを活用した効果的な情報発信の手法について学ぶ研修会

の開催、スマートソーラー株式会社とは、新診療所をはじめとし、役場、ホテル渓谷、文化センターに

おける太陽光発電システム導入に関する調査研究を進めていただいております。

以上となりますが、教育機関や団体・民間企業等との連携を深めることは、本町の活性化、地域課

題の解決、知名度向上等に向けた改革に必要な、関係人口・活動人口の確保を目指すものであります。

今後も、積極的に多様なパートナー企業等と協力し、持続可能なまちづくりを推進してまいります。



【マイナンバーカード】

次に、本町におけるマイナンバーカードの普及状況についてでありますが、令和７年１月末現

在の交付枚数は 1,928 枚となっており、その中で亡くなられた方や期限切れなどの廃止分を除く

マイナンバーカードの保有者は、1,686 人、保有率 73.5％となっております。全国の保有率 77.6％、

全道の保有率 76.4％と比較すると本町の保有率は若干下回っている状況となっております。

これまで普及に向けた取り組みといたしましては、広報紙の掲載、ポスター掲示、パンフレッ

ト設置などによる周知のほか、令和４年度には、滝上郵便局で３回、濁川郵便局と基幹集落セン

ターでそれぞれ１回、出張による申請受付を行い、マイナンバーカード取得時の商品券配布事業

を行いました。また、写真撮影のサービスも開始し、町民が申請しやすい環境づくりに努め、住

民票等のコンビニ発行やマイナンバーカードと印鑑登録証の統一化など、町民の皆様の利便性を

高める取り組みと、取り組みに対しての理解を促進してまいります。

【目標地図と地域計画の推移】

３点目は、地域計画についてでありますが、これまで、農地の集約等を目的としてきた、人・農

地プランが法定化され、地域での話し合いにより、目指すべき将来の農地利用の姿を明確化する

地域計画を定め、地域内外から農地の決定を幅広く確保して農地バンクを活用した農地の集約化

を進めるための計画となり、令和７年３月末までに完成する見込みであります。

当該計画は、おおむね 10 年後に本町の農地が目指すべき姿を農業者や地域住民等の話し合いによ

り「目標地図及び地域計画」を作成し、策定・公表するものであります。

目標地図は昨年 12 月に完成し、地域計画(案)の内容においては、地域の活性化を図るための新た

な輪作作物の導入となります「大豆」の作付け推進、農業者減少や耕作放棄地を抑制するために

地域外から農業研修生を募集し、新規就農者の育成・獲得を目指すことなどを盛り込む予定とし

ております。

この計画策定により、今後も地域農業の持続的な発展を目指すほか、引き続き見直しや変更等を

図りながら、より精度の高い計画となるよう政策を進めてまいります。



【新規就業、事業継承】

４点目は、本年度の町内商工業の動向についてであります。令和６年 11 月現在の商工会員数は

107 名で、本年度において新規開業や事業承継、廃業の動きは見られませんでした。人口減少と

いう厳しい課題を抱えてはおりますが、経営環境は維持されていると考えております。

町の中小企業支援策の活用状況については、北見信用金庫と連携した融資制度において、保証料

補助について新規２件、借換え継続２件の計４件の活用がありました。また、当該融資制度に係

る利子補給については、新規１件、借換え継続を含む７件の支援を実施し、商工会員の皆さまの

資金繰りをサポートしております。

商工業の担い手育成に向けて拡充しました「商工業後継者・担い手チャレンジ応援補助金」につ

きましては、本年度４件の後継者に対し支援し、事業の継続と発展を後押ししております。一方

で、企業振興促進補助の活用は本年度ありませんでしたが、今後も事業者のニーズを把握しなが

ら、活用しやすい支援策の充実に努めてまいります。

また、北見信用金庫の役場移転により、情報共有が一層円滑に行えるようになりました。これを

機に、商工会、北見信用金庫、町とさらなる連携を強化し、持続可能な中小企業支援策の構築を

進めてまいります。

【ヒグマ対策】

５点目はヒグマ対策に係る報告であります。

令和６年９月で終了しました本年度のヒグマの有害鳥獣駆除捕獲頭数は 26 頭となり、令和５年

度は８頭の捕獲となりましたことからもヒグマの出没が多くなっていることが伺えます。

また、ヒグマ対策の一環として、北海道で策定されました「北海道ヒグマ管理計画（第２期）」

による、ヒグマ出没時の対応を区域ごとに変えヒグマと人の棲み分けを図るゾーニング管理を推

進するため、北海道ヒグマゾーニング管理推進モデル地区として本町のほか２市町が選定された

ところであり、本町に適したゾーニングマップの作成に向け、ゾーニング管理の必要性やゾーニ

ングの考え方について意見集約するため、北海道主催により町内のヒグマ対策関係者による「滝

上町ゾーニングマップ検討会議」が去る１月 29 日に開催されたところであります。

このゾーニング管理計画は、本年度内に作成される予定となり、本町においてはこの北海道で

作成された管理計画をもとに、関係機関と情報共有との連携によりヒグマを含めた鳥獣被害対策

の効率化、迅速化に繋げて参ります。



【国・北海道のインフラ整備状況】

６点目は、国・北海道のインフラ整備の状況についてであります。

国道及び道道の維持管理や整備については、町からの要望に対し、それぞれ開発局及び網走建

設管理部により、速やかに実施していただいております。

本年度の要望に対する対応状況でありますが、国道 273 号の濁川地区及び滝下地区の舗装補修

工事、浮島トンネルの照明取替工事、五区にある交通安全看板及び上川町内の国道 39 号線とのＴ

字路交差点付近にある芝ざくら観光案内看板周辺の枝払いを実施していただき、道道については、

幸町から雄鎮内へ通ずる上渚滑原野滝ノ上線の舗装補修工事やホテル渓谷横の道道に設置されて

いる案内看板の改修などの対応をしていただいております。

なお、町のホームページにおいては、国道や道道の工事などを紹介し、町民皆様をはじめ、関

係機関に周知をおこなっているところであります。

【こども園、小学校、中学校】

最後は、令和７年４月からの小中学校の児童生徒数等について報告させていただきます。

滝上小学校は、11 名の新入学生を向かい入れ 72 名、滝上中学校は、滝上小学校からの卒業生

13 名の入学生を受け入れ 47 名、小中学校合わせて 119 名の児童生徒で令和７年度の学校運営を

進める予定となっており、今後５年間の児童生徒数は 110 名程度で推移していく見込みとなって

おります。

また、令和７年度のこども園の入園者数は、50 名程度の見込みであります。

最後に令和６年度の出生数でありますが、３名となり、令和５年度以前の過去５年間は毎年 12名

前後の出生がありましたことから、極端に出生数が少ない年となりました。

以上、私からの行政報告とさせていただきます。


